






雇用分野（募集、採用を含む）における合理的配慮については、2013 年に改正され 2016 年 4月より施行された「障害者雇用促進法」
（正式名称：障害者の雇用の促進等に関する法律）により、事業主は、官民問わず法人であろうと個人事業主であるとに関わらず、法的義
務として 障害者の障害の特性に配慮した必要な措置  をとるよう定められています。（但し、事業主に対して過重な負担を及ぼすこととなる場
合を除く）









数か月後。
時短勤務で問題なく働けていることから、
Cさんと支援者、人事担当者の面談を経て、
フルタイムに変更することになりました。
前例ができたことによって、育児休暇明けの社員の勤務についても
柔軟に対応ができるようになりました。


















